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多文化共生の政治原理としてのアレント主義
Arendtianism as a Political Principle of Multicultural Coexistence
徐　裕卿＊
Ⅰ．序　　論
後期構造主義社会理論家であるミッシェル・フーコー（M.Foucault）によれば、各時代は、
その時代を表象する、あるいはその時代を読み解くことができる固有な時代的「文法」（１）を胚
胎している。彼はルネサンス以後の近代が、もし「同一性」を金科玉条にしていたとするならば、
二十世紀中盤以後、私たちが「脱近代（post-modernity）」あるいは「後期近代（late modernity）」
と呼ぶ時期の時代的文法は「差異（difference）」であると述べている。
これと類似な脈絡で、著名な多文化主義（multicultural ism）政治哲学者のキムリカ
（W.Kymlicka）は、微視的観点から、1970年代は「正義（justice）」、1980年代は「共同体
（community）」、1990年代は「市民権（citizenship）」であるとし、それが学界で大きく盛り上が
った時代的な話題であると、私たちに話しかけている（2002: ix）。それでは2008年２月いま現在、
私たちの時代的な話題とは何であろうか。
20世紀の競争と対立という冷戦期は終わり、「左と右を越えて」という脱理念的スローガンの
下に、和解と合意を重要視する暖気流が全世界的に、そして全方位的に拡散している。新左派デ
モクラシー理論家のムフ（Mouffe，2005）は、このような時代的認識を「ポスト政治的時代精
神（post-political Zeitgeist）」であると評価している。
筆者は、このような21世紀の時代的状況を反映する現在の文法は 、「多文化共生」であると主
張したい。「多文化共生」は、現代社会の多様性に対する状況認識と文化的多元主義の旗幟の下
に、社会科学界の話題の中に登場した「多文化主義（multiculturalism）」（Taylor 1994;
Kymlicka 2002; Fraser 2003）（２）の論議と脈略を共有しており、「差異の政治（politics of
difference）」（３）、「アイデンティティ政治（identity politics）」（４）、「承認の政治（politics of
recognition）」（５）などのように、多文化主義と基本的問題意識を共有する類似的な概念でありま
た窮極的に志向する実践的な目標でもあろう。
ただし、問題は「この目標をどのように果たすか」ということである。民主主義を成功裡に運
用するためには、市民たちの政治的熱情を組織し、それを刺激する「党派性（partisan character）
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が必要である」というムフの主張は傾聴に値するものである。それによれば、民主主義を效果的
に遂行するための必須条件は、相い異なる政治プロジェクトの主体が「闘技的（agonistic）」とい
う、論争を広げられる公論領域（the public sphere）の存在」、すなわち政治的主導者に「闘争次
元（conflictual dimension）」を提供しなければならない（Mouffe，2005；２～７）ということで
ある。しかしこのような公論領域を通じて党派的利害関係が解消されなければ、デモクラシーは
相変らず「私たち/彼たち」に止まって、敵対関係（antagonistic relations）だけを繰り返して再
生産することになり、平和的な「共生」関係へと進むことはできない。
表面上、この提案は、個人の間あるいは集団間の利害関係を民主主義制度の中に包摂して、対
話を通じて理性的な妥協点を見出し、「共生」のための政治的合意の土台を確保しようとする自
由主義的戦略のように聞こえる（６）。しかし彼女の「政治的主導者に闘争次元を提供しなければな
らない」という提案は、1980年代末東欧社会主義体制が崩れた後に湧出してきた「合意民主主義」
（consensual democracy）や「対話民主主義（dialogic democracy）」あるいは「熟議民主主義
（deliberative democracy）」（７）というような、その議論の土台に敷かれている西欧自由主義陣営
の「普遍的で、合理的な合意の導出可能性」に対する楽観論を警戒する意図から出ているという
点を看過してはならない。
ムフによれば、この楽観論は、その核心において、左と右を越えて、または文化的差異を越え
て、平和的な対話方式で解消できると信じている。しかし、「民主主義政治の目標を合意と和解
で説明する方式は概念的に間違っているということだけでなく、政治的危険性も内包している」
（2005：2）。まずこれは「政治的なこと（the political）」の本質に違背する考えである。なぜな
らば、ハイデッガー（M.Heidegger）の言葉を借りてその「政治的なこと」を説明すれば、それ
は「社会の存立の方式に関連する」存在論的概念であり、自由民主主義社会の構成原理は、シュ
ミット（C.Schmitt）が正確に指摘しているように、「敵と友人」の区分において明らかになって
いるからである（2005：８～９）。
民主主義社会における「すべての合意は排除行為を土台にしており、すべての人々の意見が含
まれた『合理的』合意というのは不可能である」（2005：11）。そうであるならば、民主主義社会
は敵対関係の温床と見做すことができるし、排除された人々は体制を脅かす存在に変わる。した
がって、「民主主義政治的任務の中の一つは、社会関係の中に存在する潜在的敵対感を解消させ
ることであろう」（2005：19）。では、このような潜在的敵対感を解消するための方法とは何であ
ろうか。この質問について、ムフは次のように述べている。
「葛藤（conflict）を合法的に受容するためには、政治結社体を破壊しない形態を保つ必要が
ある。すなわち葛藤当事者の間に、たとえどんな類型になったとしても、『彼らと共に縛られる』
共通の紐が存在しており、敵対的な「敵と友」関係で行われる方式どおりに、相互の要求を非合
法的であるとして、相手をつぶしてしまうというような扱いをしてはならない…。敵対主義
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（antagonism）は共通の土台を持っていない双方の間に成立する、いわば私たち/彼たちという
関係である。闘技主義（agonism）は、葛藤当事者たちが、たとえ自分たちの葛藤に対する合理
的解法が存在しないという事実を認識しながらも、相手の正当性を認めようとする私たち/彼た
ちの関係である…［結局］私たちの民主主義の任務は、敵対主義を闘技主義に変えることだと言
える（2005：20）。」
本論文は、以下の通り二つの含意をもっている。第一に、論文の問題意識である「多文化共生」
に対する理論的接近方法を提示するということである。ムフの解法は多文化主義が主張する「承
認の政治学」に民主主義の理論的妥当性を付与している。他方、「闘技主義」はアレント政治哲
学の核心概念である。したがって、第二に、本論文が多文化共生の政治原理を提示しているよう
に、「アレント主義」に関する論議は、現実的妥当性の確保のための重要なきっかけを提示する
ということである。
筆者は、この論文で多文化共生を今の時代の文法において理解し、その実現の可能性を確保す
るための一つ政治的原理を提示したい。具体的に言えば、筆者はこの論文の中で、はじめて「ア
レント主義」（Arendtianism）」という用語（term）を導入すると同時に、それが多文化共生の
政治的原理であるという主張を強調したい。ここではじめて登場する「アレント主義」は、アレ
ントの政治思想を一つ「理念体系」として整理するための筆者の試みであり（８）、アレントの政治
思想が多文化共生の一つの政治原理であるという論証過程で使用するための一つ重要な理論的枠
組みでもあろう。
本論に入る前に、まず論文の構成について説明する。論文のⅡ節では、一つの政治的イデオロ
ギーとしての、アレント主義の成立与件に関して説明を行う。Ⅲ節では多文化主義政治に対する
主な議論を二点にわけて検討する。またⅣ節では、「政治の存在理由は自由であり、自由の経験
の場は行為」であるというアレント主義の命題を論証し、彼女の政治思想のどの部分が、多文化
共生の政治原理に相応しいかを議論する。終りのⅤ節結論のところでは、アレント主義の政治原
理の自由概念が多文化共生にもつ意義を提示する。
Ⅱ．政治的イデオロギーとしてのアレント主義（Arendtianism）
一般的に、マルクス主義（Marxism）が一つの政治イデオロギーであるということについて
は、異意を申し立てる人はあまりいないだろう。しかし、筆者がこの節で提示する「アレント主
義も一つの政治イデオロギーである」という主張に対しては、多分疑問を持つ者は少なくないだ
ろう。マルクス主義が一つの政治イデオロギーとして理解されるのであれば、アレント主義も一
つの政治イデオロギーとして受容される十分な要素をもっている。そこには、以下のとおり幾つ
かの理由がある。
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私たちは常に「主義（～ism）」が付いたものをイデオロギーと呼んでいるが、マルクス（Marx）
やアレント（Arendt）に ismを付けて、その人の思想をイデオロギーと称する傾向は確かにあ
る。そして「自由主義的（liberal）」あるいは「保守主義的（conservative）」のような性格を現
わす形容詞に ismを付加して、一つのイデオロギーとして扱う場合もあり、「消費者主義
（consumer-ism）」のように普通名詞に ismを付ける場合もある。
造語方式はともかく、それぞれの「～ism」は一つの「構造化された思想体系」として、人間の
特殊な行動パターンを予測し、さらに論証するための尺度になりうるという点では、同様である。
議論の便宜をはかって、ここでは一応イデオロギーが、一つの「構造化された思想体系」であ
るという定義を採択しよう。そしてその中で「政治的」であるイデオロギー、すなわち政治イデ
オロギーの特性を考えてみよう。
筆者は、一つのイデオロギーが「政治」イデオロギーとしての特性を獲得しようとするならば、
最小限、次の三種類の構成要件を具備しなければならないと思う。第一は、行為者としての人間、
すなわち「human agent」に対する独特な「像（image）」である。第二は、理想的な社会（an
ideal society）に対する独特のビジョン（vision）であり、そして第三は、理想的な社会を実現
するための方法論などを提示しなければならないということである。
マルクスは、まず人間を「労動する動物（a laboring animal）」に象徴している。この人間の
イメージは、彼が『ドイツ・イデオロギー（The German Ideology）』の中で「朝は狩りをし、
午後は魚を釣って、夕方は牛の面倒を見て、夕飯を食べた後には批判活動をする生」（McLellan
1977：166）というように表現しているが、マルクスにとっては「労動」は個人の意志によって
自由に選択し、「楽しみ（pleasure）」を追い求める人間の活動である。これは現代人が生のため
に仕方なく選択する賃金労動とは根本的に異なる概念の労動である。したがって、第二に、マル
クスは経済的な平等社会として、労動市場で労動力売買のない共産社会を理想としている。さら
に第三に、彼はこの共産主義社会建設の理想は、プロレタリアート革命を通じて既存のブルジョ
ア社会を打倒することで、実現できると指摘している。
アレントは、1958年に彼女が書いた『人間の条件』という著書の出刊にあたって、師匠のカー
ル・ヤスパース（Karl Jaspers）あてに書簡を送ったけれども、その中で、自分は著書の中に
「Vita Activa（活動的な生,The Active Life）」という題目を付けるかどうか、いま思考中である
と書いた。実はこの著書はマルクス（Karl Marx）の「労動」概念にねらいをつけたものでもあ
った（Young-Bruehl 1982）（９）と言われている。
アレントはその著書の中でマルクスが示している近代社会の「非人間的」側面に対して鋭い批
判意識をもっており、マルクスと異なる問題意識と接近法を明示している。両者の異なる点は、
マルクスが近代資本主義の経済体制の賃金搾取などの経済的病理現象に批判の焦点を合わせてい
ることに対して、アレントは近代の代議制民主主義の政治体制の官僚化というような、政治的病
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理現象を問題視しているということである。
では、次にアレントの主張を引用してみよう。
「いま代議制政府自体が危機的な状況に直面している。こういう状況の部分的理由は、時間の
経過とともに、市民たちの実際の参加を許容する制度がすべて失われたからであり、現在すべて
の政党体制が経験している重病が蔓延したからである。官僚化と、（アメリカの）二つの政党が
政党組織の外に何にも代表しないという傾向がそれである（Arendt 1972：89）。」
ここで、アレントの政治イデオロギーの構成要件をマルクス主義と対照して検討して見よう。
アレントは、人間がポリス（Polis）に生きる動物、すなわち「zo¯n politikon」（政治的存在、a
political animal）というアリストテレス（Aristotle）の観点を受容している。それだけでなく、
彼の人間に対する二番目の定義「zo¯n logon ekhon」（言語の駆使能力を持った生命体a living
being capable of speech）というのも同時に受容している（Arendt 1958：27）。したがって、ア
レントが想定する人間の「像」とは、一言でいえば、「政治共同体内で言語的活動をする存在」
である（10）。
第二は、アレントは、周知のような古代ギリシャのポリスで市民たちが営んでいた直接民主主
義の方式を理想的なモデルに想定している。アレントが理解する理想的な政治の場としてのポリ
スは、「生活の必要」と「他人の命令」から解放された自由を持った「同等な」市民たちが、お
互いに顔を突き合わせて「すべてのことは、武力と暴力ではなく、言葉と説得を通じて決める」
という生の方式の理想的な社会である。一言でいえば、それは「政治的な平等」が具現された政
治共同体の姿としてみることができよう（Arendt 1958：28～37）。
最後に、このような社会を実現するための方策は何かということであるが、ここでアレントの
議論の焦点は、上の引用文が明示しているように、官僚化された代議制民主主義体制の対案ある
いは補完策を提示するということにある。これに関して彼女は「参加民主主義」の解法を提示し
ているが、それをアリストテレスの観点から具体的に言えば、市民的共和主義（civ ic
republicanism）の精神に立って、市民たちが「良い生（the good life）」を営むことができるよ
うに、政治参加の機会を幅広く拡張することである（11）。
アレントの政治行為理論と判断力理解は、この総論を支える二つの理論であり、それぞれ個別
的でありながら、互いに連繋している理論である。それらの理論によって、アレントは、最近わ
れわれの親しい「熟議民主主義」という構想の要諦を構築している（12）。
以上で、マルクス主義との簡単な比較を通じて、アレントの政治思想が一つの政治イデオロギ
ーとして要求される構成要件を比較的よく取り揃えていることを理解した。ここに筆者は、アレ
ントの政治思想を「アレント主義」と呼ぶことを提案し、本論ではこのアレント主義を多文化共
生の政治原理として検討しようとするものである。
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Ⅲ．多文化主義政治（The Politics of Multiculturalism）論について
１．テーラー（C.Taylor）の多文化主義政治論
1994年テーラー（C.Taylor）が発表した「承認の政治（The Politics of Recognition）」という
題の論文は、西欧の哲学界をはじめ、社会科学界などで「多文化主義の政治」の議論を触発させ
た最初の論文である。
彼はこの論文の中で、個人のアイデンティティとそれに対する他人と社会の承認の問題、特に
個人の「真正性（authenticity）」と社会的承認の相関に焦点を合わせ、「承認の政治」というパ
ラダイムを発展させている。彼は論文の冒頭で個人のアイデンティティに対する承認または誤認
をどうして社会的正義の問題として扱わなければならないかについて、次のような心理学的な説
明を展開している。
私たちのアイデンティティは、部分的に承認によって、または承認の不在による他人に対する
更なる頻繁的な誤認（misrecognition）によって形成されている。一個人や集団は、周辺の人々
あるいは社会が彼らの個人の性格を完全に限定していたり、品位を落としたりする。例えば軽蔑
的な態度をとった場合、彼らは実際に苦痛を受けて本当に壊れてしまう。このように非承認
（nonrecognition）や誤認は、当該の当事者を加害し、その人を偽りの歪曲となった還元状態の
中に閉じこめるようになるので、抑圧の一形態になることができる。以上がこの文の論旨である
（1994：25）。」
このような観点から、テーラーは、「当然受けるべき承認は、単に私たちが他人にする礼儀で
あるだけでなく、人間の極めて重要な欲求の一つ」（1994：26）であると宣言している。継いで、
彼は西欧思想史の中で、この近代的承認の概念の誕生の背景を追跡しながら、そのもっとも直接
的な源泉はヘーゲルの主人と奴隷の弁証的関係であるという正統的な見解に同調している。しか
し、モンテスキュー（Montesquieu）が君主制に対して記述しながら提示した社会的位階秩序の
組職原理としての「名誉（honor）」概念と、18世紀近代デモクラシー社会への転換過程で社会
的位階秩序が崩壊することにつれて、以前の名誉が担当した役割を代替した人間の「尊厳
（dignity）」の概念が近代デモクラシーの「平等な承認の政治」概念の成立背景になったという
説明を付け加えている（13）。彼の言葉を直接引用してみよう。
「この尊厳という概念だけが唯一デモクラシー社会と両立でき、名誉という旧式の概念と代替
することが不可避であった。これは同時に平等な承認の形式が民主主義文化の必須であったとい
うことを意味する。・・・民主主義は平等な承認の政治を導入するが、それは過ぎ去った歳月の
間に、多様な形態で現われており、現在は文化とジェンダー（gender）領域において同等な地
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位を要求する形式として再現している（1994：27）」（14）。
今までの議論と上の引用でみたように、テーラーの多文化主義の議論は、人間の名誉や尊厳の
ような心理的欲求を理論的出発点にしている。具体的に言えば、テーラーはヘルダー（Herder）
の「人間になる特殊な道は（独特な）私の方式を固守すること」（1994：30）という見解を受容
して、「誰でも自分の独特のアイデンティティを認められなければならない」（1994：38）と主張
しながら、差異の政治議論に加勢している。
しかし、このように個人の「真正性」を擁護する彼の立場はなんの修正もなく、集団次元へと
移される。すなわち、個人であれ集団であれ、自身の「独特性が無視されか、看過されるか、ま
た、ある支配的あるいは多数者（マジョリティ）のアイデンティティに同化させようとする」行
為は、「真正性の理想に対する甚大な罪悪」と見なされなければならない。このような議論は彼
の見解において容易に確認できることである（1994：38）。
彼によればすべての文化集団は各々「生存（survival）」の当為性を持っているので、私たち
は一次的に多様な文化集団を、各自が自ら防御することができるように受け入れなければならな
い。このようなテーラーの多文化主義的立場はさらに一歩進んで、「私たちは彼らの生存を許容
するだけでなく、彼らの価値も認めなければならない」（64）と主張している。なぜならば、多
文化社会の現実をのぞいてみると、とくに英語使用集団と仏語使用集団の葛藤行動は、分離独立
の形態に可視化されたカナダの事例によって立証できるように、政治共同体内の特定文化集団が
他の文化集団の価値を同等なものと認めない場合、共同体が潜在的崩壊の危機的状態に置かれる
ようになるからである。
しかし、彼も認めているように、集団の文化的生存が、特定社会内で一つの正当な目標として
認められ、また司法的検討過程や異なる主要な社会政策の目標に照らして、最終的にその集団が
掲げた集合的目標が正当なこととして許容されるかどうかは、そう簡単な問題ではない。特定国
家共同体内のすべての文化集団が同等な文化的権利を享受しなければならないという多文化主義
的な立場とは別個に、国家は国家自体の体制維持、すなわち生存という上位目標を持っているか
らである。このような脈絡でいえば、自由主義社会の「誰にも公正な法的制度的手続き」という
のは事実上空念仏に過ぎない。
自由主義的である多文化の国々の法と制度は、「ネイション形成（nation-building）」の必要と
いう名分を立てているけれども、それらは、事実上、少数文化集団を主流文化に「同化」させる
か、または完全に「排除」するための有利な方式として運用されているからである（Kymlicka
2002：327～376）。
上で指摘した理論的弱点とは別個に、テーラーは二つの次元で承認の政治の実践的方法論を提
示している（1994：37）。一つは、私的領域、すなわち親密性の領域で、自身に「意味のある他
人（significant others）」との持続的な対話と闘争を通じて、他人に認められる方式である。も
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う一つは、公的領域での差別に対する弾劾と、二流市民として待偶する社会的慣習と制度に対す
る拒否意志を表出することで、平等な承認の政治を実現させる方式である。その理由は、人間一
人ひとりが持っている同等な価値（equal worth）に対する承認と、人類の普遍的平等の原則に
照らした差別待遇には正当性がないということである。
ここで私たちは、テーラーは集団アイデンティティより、個人のアイデンティティに根拠を置
いた論議を展開しているという事実をあらためて確認するようになる。それと同時に「国家は個
人を大文字化したもの」というプラトン式の一般化方式を取っていることを確認できる。これは、
彼の後を引き継ぐ他の理論家たち、例えば私たちがこれから見ていくフレーザーの観点と、明ら
かに異なっている（15）。それでも、ハバーマス（Habermas 1994：108）が正確に指摘したように、
人間の個別性に基づいて考案された権利理論としてのテーラーの多文化主義の論議は、一つの文
化的権利の闘争単位として、文化的アイデンティティを中心に団結した集団が担保する政治的能
力を、理論的に担保し難いという限界を持っている。
要約すれば、テーラーの多文化主義の議論は、私たちに「個人主義」と「文化的多元主義」
の観点から、承認の政治学の当為性に対して説得力のある哲学的、心理学的説明を提供する一方、
具体的な政治的闘争としての実践戦略と、現実政治的脈絡に対しては概して沈黙している。しか
も、私的領域と公的領域を区分して、それぞれの承認の政治の実践的方法論―前者のためには対
話方式、後者のためには対決方式―を提示したことは、おそらく図式的で現実性の欠けた提案で
あると言わざるを得ない。筆者はうえでみたムフの「闘技主義」に立脚した公的領域での「闘争
的合意（conflictual consensus）」方式をより現実的な提案であると評価している。
２．フレーザー（N.Fraser）の多文化主義政治論
フレーザーは、「アイデンティティ政治時代の社会正義：再分配、承認そして参加」（2003）と
いう文章を通じて、上でみたテーラーの承認の政治パラダイムとは明らかに異なった多文化主義
の政治論パラダイムを示している。前述のように、テーラーの議論は「文化多元主義的個人主義」
立場の微視的観点を採択しているため、多文化主義社会構成員に全般的な認識変化の必要性を悟
らせる以外に、実質的な問題解決方式を提示できない理論的弱点を抱えている。これと対照的に、
フレーザーは 「文化多元主義的集合主義」の立場から巨視的観点を採択しているため、多文化
社会の差別的社会構造に対し果敢な是正を要求するアイデンティティ政治特有の行動目標を念頭
に置いて議論を展開している。
彼女によれば現代社会の中には二つの社会的位階秩序、経済的位階秩序（economic hierarchy）
および文化的位階秩序（cultural hierarchy）が存在しており、これらはそれぞれに異なる組職
原理―前者は再分配（redistribution）、後者は承認（recognition）―によって作られて繰り返し
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再生産される。この二つの位階秩序組職原理は、ある種の共生関係を形成することで、社会的非
正義（social injustice）の原因として作用し、それぞれ異なる政治論―「再分配の政治」と「承
認の政治」を量産してきた。フレーザーが提示する各政治論の特徴を以下の表で要約しておく（16）。
フレーザーはこの二つの政治論では、パラダイムそれぞれの要求が持った正当性を認める一方、
「今日正義が再分配と承認を要求しており、ある一方に対する要求だけでは不十分だ」（Fraser
2003：9）と主張しながら、両者の立場を合体させた「承認の身分モデル（the status model of
recognition）」を提示している。彼女の身分モデルは、既存の承認の政治パラダイムが、西欧社
会で少数者集団の人種的、性的、宗教的差異によって軽蔑、冷遇、無視される現象を排他的に
「文化的非正義」の結果だけに限定するということに反対している。なぜならば、少数者集団が
社会-文化的位階秩序の中に占めている低い身分は、彼らの経済的位階秩序内の地位に直接、間
接的に影響を及ぼすからである。
ここで上の表の［ ］中に入っている範疇、すなわち女性・黒人・土着原住民の場合を考えて
みよう。これらは一般的に彼らが文化的位階秩序内に占めている低い身分のために、経済的に低
い地位を持つか、また、経済的に富裕でも文化的に低い集団に属しているため、文化的位階秩序
内で低い身分を持っている典型的な事例である。ただし、西欧社会内で「白人―男性―異性愛者
―基督教徒」という労動者の場合は、たとえかれらが低い経済的地位を持っているとしても、文
化的位階秩序内に比較的優越な地位を享受している。その理由はもちろん彼らが多数者（マジョ
リティ）文化の象徴を担っているからである。
このような脈略で、フレーザーは、私たちが伝統社会の崩壊と共に無効化されたと思った社会
的身分秩序は、現代社会の社会的条件（17）の下でも、依然として有効であり、さらに社会的「従
属（subordination）」関係形成の主な原因になっていると指摘している。これと共に、フレーザ
ーは承認の政治を論議の基本とする多文化主義の政治論に加勢している。これは彼女が、現代社
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再分配の政治 
（Politics of Redistribution） 
承認の政治 
（Politics of Recognition） 
従属の原因 
是正要求の 
正当性と根拠 
経済的差別構造が創出した 
経済的非正義（economic injustice） 
文化的差別構造が創出した 
文化的非正義（cultural injustice） 
同等に経済活動に参加する権利 同等に社会的に認められる権利 
政策の目標 
経済体系の再構造化（restructuring）: 
所得再分配及び労動分業体系の再編 
文化的解釈及び象徴体系の再評価（revaluation）: 
集団の差の承認、文化的多様性受容 
是正の受恵者 
経済的弱者層：伝統的労動階級、 
［女性・黒人・土着原住民・移民者など］ 
　文化的少数者集団：同性愛者、ユダヤ人、 
［女性・黒人・土着原住民・移民者など］ 
会の社会的不正義の問題は、経済的差異より身分の位階秩序を決める文化的差異に起因するとす
る立場をとったための一つの不可避な選択であったからである。
さらにフレーザーの立場を確認するために、彼女の「承認の身分モデル」を手短に検討してみ
る必要がある。このモデルは、相互間の承認ができるようにする規範的条件として、「参加的同
等性（participatory parity）」概念の上に構築されているが、彼女はこの概念について、次のよ
うに説明している。
「同等性（parity）」は、同輩（peer）になる条件、他の人々と同等になる（on a par with
others） 条件、同等な立場を持つことを意味する…参加的同等性概念…この概念によれば、正
義は社会のあらゆる（成人）メンバーたちが同輩（peers）としてお互いに相互作用を許容する
社会的装置を必要とする（フレーザー自分が強調している2003：36,101 n39）。」
上の引用文にみるように、フレーザーは自分の「参加的同等性」を実現するためには、特定の
「社会的装置」が必要だと主張している。これに関して彼女は特別な二条件を提示しているが、
一つは参加的同等性の「客観的條件」として参加者の経済的独立と「声（voice）」である。もう
一つは「相互主観的（intersubjective）条件」としてすべての参加者に同じ水準の尊敬心を持っ
て対応する制度化された文化価値の様式である。前者は、参加的同等性実現に障害となりうる経
済的従属および不平等の形態と水準を未然に防止できる。後者は特定範疇の人々と彼らと関連す
る価値を、体系的に評価切下げをすることで、彼らが他人と完全な相互作用ができる機会を阻む
制度化された規範を事前に代替することができる。
ここで興味のある事実は、この参加的同等性の二つの必要条件は、前の表でみた再分配の政治
と承認の政治パラダイムがそれぞれの目標として掲げたものと一致しているということである。
そのような根拠から、フレーザーはこの二つの条件を正義の二つの次元で理解しようとし、これ
よりさらに一歩進んで、自身の「参加的同等性」こそが、この「二つの次元を一緒にする正義概
念（a two-dimensional conception of justice）」であると説明している（2003：44～47）。今や、
新しい正義概念の定義と共に、自分の「承認の身分モデル」を完成させたフレーザーの実質的問
題は、この正義の二つの次元、すなわち参加的同等性の二つの条件を確保することである。
これに関して、フレーザーは「参加的同等性規範は、必ず公的討論の民主的手続の中で、対話
と議論の形式を通じて適用されなければならぬ」というが、その理由は民主社会では「正義は外
部から賦課された要求事項でなく…、それを制定した人々にだけ、拘束力があるから」と宣言し
ている（2003：43,44）。要するに、彼女は「民主的な公的審議過程」を通じる合意として正義の
導出を要請している。彼女がこのようにする理由は、現代社会の社会的身分の位階秩序形成過程
に関与した二つの重要な歴史的過程、すなわち「市場化（marketization）」と、「市民社会
（civil society）の登場」の「相反した」機能を念頭に置いたためであろう。
まず市場化に対する彼女の説明から述べていこう。
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「資本主義社会の市場は、経済的関係で成り立った専門化された領域の核心的機関である。こ
の領域は法的に他の領域と差別化されている…、社会的に正当化されない人種差別的規範は、資
本主義労動市場の内部構造の中に染みこんで装着された（2003：58）。」
この引用文で、正確に指摘されているように、市場は、すでに法的有效性と社会的正当性を喪
失した人種差別的規範や、あるいはこれと類似するその他の規範を暗黙裡に適用するということ
で、現代社会の身分秩序を創出し、強固化することに寄与している。この点は、市場で女性、移
民者、外国人労動者、黒人、障害者などが周辺化され、相対的に低い賃金しか受けとれないわが
社会の現実が如実に証明している事柄である。したがって、市場化は現代的身分位階化の最大功
労者であるといえよう。
さらに、彼女は二番目の要因として、現代的市民社会の登場を指摘している。彼女によれば、
市民社会の登場は市場の領域を除いた社会内すべての分野―例えば、法、政治、文化、結社体、
宗教、家族、芸術、行政、専門性、知識―の分化現象を先導した。その結果それぞれの分野はそ
れなりの自律性と人々の間の相互作用を規律する文化価値様式を発展させた。したがって市民社
会内の相い異なる相互作用の地点は、それぞれ異なる多様な文化価値様式を表象し、互いに違う
位置にある構成員の間の文化的衝突を起こす原因になると同時に、相手に対する寛大さを育てる
きっかけを提供した。
要するに、市民社会は相い異なる「下位文化の共存」の場として「価値地平を多元化、混成化
させることで、市場化と同じく身分の従属関係を現代化することに寄与した」（2003：59）。
市民社会の登場を「市場と同じく身分の従属関係を現代化することに寄与」したとするフレー
ザーの説には補足的説明が必要である。すなわち、公論の領域（the public sphere）としての市
民社会」（18）という市場は、資本主義経済論理によって「否定的」な方向へ強固化した現代的身
分の位階秩序に亀裂を起こすことで、その強固さを弛緩させて、その弊害を縮める「肯定的」な
機能を担当してきたのである。彼女の認識にはこのような背景があったと考えられる。もしこの
ような公論の領域としての市民社会の機能に注目しなかったならば、フレーザーの参加的同等性
理論は誕生しえなかったことであろう。
ただ、フレーザーの理論はなお不十分である。第一に、少数者文化集団の「集合的」アイデン
ティティの承認を目標にしているフレーザー理論は、上で検討したテーラーの理論が強調する個
人のアイデンティティ承認の主張に対して概して沈黙している。言い換えれば、個人は集団の一
員として自らのアイデンティティに対する承認の闘争を展開すると見なされているため、個人の
真正性が看過されることになる、という問題である。
第二に、フレーザーの参加的同等性概念は、基本的に「すべての人（または集団）が参加を願
う」という仮定の下に成り立っている。しかしこれは容易に覆られるため、普遍的妥当性は少な
い。よく知られていることであるが、アメリカの再洗礼派（the Amish）やカナダのフト族
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（Hutterites）は参加より隠遁を好んで外界と一切関係を結ばない。また現代人の政治的無関心
（political apathy）が、政治理論家の解かなければならない最大の宿題の一つであるというのも
公然の事実である。
第三に、フレーザーは再分配の政治パラダイムと承認の政治パラダイムという両者を自らの
「承認の身分モデル」の二大論点に設定しているが、これらは彼女の参加的同等性原則に即して、
それぞれに「同等に経済活動に参加する権利」と「同等に社会的に認められる権利」を要求して
いる。このような脈絡で、二つの相異する権利の要求を含んでいる彼女の多文化主義の政治論は、
性格上、一つの「権利の政治（the politics of rights）」パラダイムであるといっていいであろう。
ただし一方で、彼女がたとえハバーマスの意思疎通的（コミュニケーション的）合理性概念に基
づいて公的審議過程で理性的合意導出方式をいくら強調すると言っても、審議当事者たちが自分
たちの権利を全面的にあきらめるか、または一部譲歩するかという状況の到来は期待できない。
このような状況では、各自の権利主張が越えられるか、またはどのような契機が権利の対立を
乗り越える点で切実になるかは一つの課題であろう。テーラーの承認の政治パラダイムでは「ネ
イション確立」の必要または「国家の理由（raison d'Etat）」の優先性が、個人または集団の承
認の欲求を越える契機を提示しているけれども、フレーザーの場合は、意思疎通的合理性という
「公的理性」のほかに審議当事者にとっても、彼らの集団利己主義を越える契機は提供されてい
ない。フレーザーが私たちに国民国家（nation-state）体制でない超国籍社会を念頭に置いて自
身の理論を提示しているような印象を与えることは事実であるけれども、しかしそれが逆に彼女
の権利の政治パラダイムの弱点にもなる。
Ⅳ．アレント主義の政治原理としての「自由（Freedom）」概念
１．アレント主義の政治原理とはなにか。
筆者はⅠ節の前書きで、今の時代の時代精神は「多文化共生」であると述べた。またⅡ節では
アレント政治思想を一つの政治イデオロギーとして理解し、それを「アレント主義」と名付けよ
うと提案するとともに、その理由について説明をした。引き続いてⅢ節では、多文化主義の政治
論の二つの形態としてのテーラーとフレーザーの論議について検討した。今やアレント主義が多
文化共生の政治原理であることを明らかにしえる地点に到達した。
まずはじめに、筆者がアレント主義を多文化共生の「政治原理（political principle）」とする
理由について、以下の二つの点において検討してみたい。
第一は、アレントが多くの所で言及してように、彼女の「行為原理（the principle of action）」
論議に関連している。彼女はすべての政治行為は三要素―すなわち行為を追い求める目的（end）、
行為の志向として目標（goal）、そして行為の遂行過程に現われる意味（meaning）―から構成
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されているという。しかしこの三要素は特性上、行為の一貫性と持続性を保障できないため、さ
らに第４の要素として「行為原理」を追加している。行為原理は「行為と直接に係らない」が、
人々をして特定行為を始めるように仕向け、さらに持続的に自分の行為を振り返る判断を提供す
る基準として作用する、根本的な信念を意味する。
彼女によれば、モンテスキュー（Montesquieu）は、『法の精神』において、人類の歴史上存
在した、相異なる政治体制（polities）の中で、人々が共有していた「根本信念」の三種類の事
例を提示している。例えば、君主制では「名誉（honor）」、共和制では「美徳（virtue）」そして
専制政では「恐れ（fear）」である（1958：152；2003：195）。しかし、ホメロスの時代の「名声
（fame）」、アテネ（Athens） ポリスの「自由（freedom）」、その他の正義や平等もこの根本信念
として行為原理になる。では、多文化共生の時代において私たちの行為原理はどのようなもので
あるのか。
第二は、前の節にみたように、多文化主義の政治論は性格上「権利の政治」パラダイムであり、
基本的に国家主権の優先性を受容する。―テーラーの場合は、国家権力に照準を合わせた議論で
あり、フレーザーの場合は、国家権力を狙った論議を展開している。
要するに、彼らの論議の一つの共通点は、既存の「制度政治（institutionalized politics）」の
構造と力学関係を土台にしているということである。筆者は彼らの多文化主義の政治論は、急速
に変化する現在のわれわれの政治的地勢に対する認識が欠けていると思う。
例えば、ベック（Beck 1994）は、制度政治方式と対比する代案政治方式として「下位政治
（sub-politics）」、すなわち「下から社会を形成する」方式に注目しているが、これは市民社会内
に成り立つ「非制度政治」の大切さがますます大きくなる現実状況に対する認識を示している。
下位政治は、（a）政治体系と企業体系の外にいる行為者―専門家及び職能団体、企業、研究所、
経営陣の技術専門家、熟練された労動者たち、市民社会団体（citizens' initiatives）、公的領域
（the public sphere）―が、この社会的参加構造の中に出現することが許容されるという点では
「制度政治」と違っており、（b）社会集団の行為者だけでなく、個人達もなお政治的地勢を構築
する力（power）を得るために互いに競争するという点で、「制度」政治と区別される（Beck
1994：5）。
このような「下から形成される力」に対する認識を排除したり、それを積極的に考慮しないと
いう多文化主義の政治論は、未熟な理論に過ぎない。このような観点から、この制度政治―非制
度政治の区分を超えて、自由な多文化共生の政治原理を提示するアレント主義の政治論としての
可能性に、注目する必要があろう。つぎはアレント主義が提示する多文化共生の政治原理につい
て具体的に説明しよう。
49
岡山大学大学院社会文化科学研究科　『文化共生学研究』第７号（２００９.３）
２．アレント主義の基本命題：「政治の存在理由は自由（Freedom）」について
アレント主義の基本命題は、「政治の存在理由は自由（freedom）であり、その経験の場は行
為である」（1958：197；1968：146, 151, 156）というものである。これは、彼女自身が著書の多
くの箇所で重ねて示しているものである。ほかの政治哲学者たちは概して自由＝リバティ
（liberty）の問題を扱っているが、彼女は自由＝フリーダム（freedom）に焦点をあてており、
独特の政治哲学的試みを展開している（19）。
アレントは「政治―自由―行為」という三つの概念の間に特別な三角関係を設定すると同時に、
その関係の中心は「自由」に置かれているという点を暗示している。ではまず、「政治は自由の
ために存在する」という彼女の主張を検討してみよう。
アレントは「政治とは何か?」という文の中で、「政治は人間の多数性（human plurality）と
いう事実に基づいている…政治は相異する（different）人々の共存（coexistence）と提携
（association）である」（2003：93.）と主張している。ここに彼女の「政治の意味は自由である」
（2003：102）という難解な主張を加えれば状況は複雑になる。しかし彼女の次の主張―「政治的
現象としての自由は、ギリシャ都市国家の登場とともに現われた」（1963：30）―は私たちに問
題解決の糸口を示唆している。しかしこのようなアレントの論議を正しく理解するためには、古
代ポリスの政治形態を把握する必要がある。
（１）ポリス市民の生と政治的平等
アレントは「ポリスの歴史的起源が生活の必要性に関連していることは間違いない事実である
が」としつつ、その中に成り立つ人間の活動内容または、「その内在的目的（telos）だけが （市
民たちの）『良い生（the good life）』の方式から『生活の必要を』超越する」（1958: 36）という
アリストテレスの見解に共感を示しながら、次のように附説している。
「アリストテレスが市民の生活と称する「良い生（the good life）」とは、普通の生よりもっ
とましで、もっと楽しくて、もっと貴いということだけでなく、総体的に質が異なる生き方であ
る。その「良い」というのは、現実生活の必要を圧縮することであり、労動と仕事から解放され
ることであり、そしてすべての生命体の生存のための内的衝動を乗り越えるということである。
それが生物学的な生の過程に拘束されなくなるという側面である（Arendt 1958：36～7）」
上の引用文に見るように、アレントは「生活の必要の制圧」と「労動と仕事から自由に」とい
うことを示しており、「生存のための内的衝動を克服」する方式で暮すことがアリストテレス的
意味での「良い生」すなわち市民の生であると述べている。市民が自分の生物学的な生の方式を
切り捨てなかった理由は、「自由人」としての生を送るためであり、ポリスでは市民すなわち自
由人たちだけが公的領域に入ることができたからである。
では、彼らが公的領域に入って行くということの意味は何だろうか。
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アレントによれば、それは「人々が個人資格でない市民としてお互いに会う」という意味であ
り、「市民権に即して平等の保障を受ける」という意味である。（1963：31）。そしてポリスは、
民主主義体制というより、「非支配（no-rule）」すなわち支配者も支配を受けないという「権利
平等体制イソノミア（isonomia）」である。これは法の前の平等を意味するのではなく、市民た
ち「皆が政治活動に対する要求権を持っている」という意味である（2003：118）。
「ギリシァ人はお互いに同輩（peers）の仲でなければ自由だとは考えていなかったようであ
る。専制君主や暴君または家庭の中の主人は―彼らがたとえ 「生活の必要」から完全に解放さ
れており、他人による強制もなかったとしても―決して自由でないと考えていた…ギリシァ政治
思想が、自由（freedom）と平等（equality）の相互連繋性に固執した理由は、自由が特定の―
もちろん全部ではない―人間活動の中に明示化され、その活動はほかの人々がそれをみて評価し、
記憶する際に出現し、実在化されると理解したからである。自由人としての生は、他人の現前
（presence）を必要とした。したがって、自由の出現自体のためにも、人々は共に集まる場所―
アゴラ、市場、あるいはポリス、政治的空間などが必要であった。（1963：31）」
以上でみたとおり、アレントが提示する自由の先行条件は二つである。一次的には「生活の必
要から解放」され、自由人になること。すなわち人間が自分の「動物性」を超越することである。
つぎは「政治的に組職された世界」である公的領域に出現して、自身の同輩たちとともに政治活
動―自由が明示化する人間の活動―に参加すること、である。これは「自由が出現する場」であ
る政治行為を遂行するための条件であり、自由に対する熱望を実現するための手続きである。こ
の意味でアレントは「政治の存在理由は自由」と主張している。
次には「自由の経験の場は行為」というアレントの命題の二番目の主張の根拠を検討しよう。
（２）自由は政治行爲の本質
ポリスにおける政治活動は、基本的に「お互いに言葉を取り交わす形態」を帯びている
（2003：118）。市民たちはアゴラに出かけて、そこにいる同輩たちを相手に「言葉（speech）と
行為（action）」（20）を通じて各自が持つ力量を最大限に表現するということで、彼らから認めら
れようとした。人々は自分を引き立てようと努力し、言葉と行為という外見（appearance）形
式を借りて、自分の正体を露出した。 実際にそういう過程ではすべての犠牲を甘受するまでに
自身の露出をしょうとした。しかし自分を表現しようとする衝動と「他人を相手にして自分を誇
示しようとするいわゆる闘技精神（the so-called agonal spirit）」（1958：194）のおかげで、彼ら
の行為は「とても個性的であり、自己露出的であり、英雄的であり、闘技的な性格」であった
（1958：41，198）。ではなぜ、彼らは「犠牲を甘受するまでに自分を露出」しようとしたのか。
「自由の出現は … 現在遂行中の行為と同時に起きる。人々は―彼らが自由になれる才能を保
有しているという事実を別にすれば―自分たちの行為を遂行する間だけが自由であり、それ以前
51
岡山大学大学院社会文化科学研究科　『文化共生学研究』第７号（２００９.３）
も以後もそうでない。だから自由と行為は同格である。このような、行為に内在した自由は、マ
キアベリ（Machiavelli）のヴィルトゥ（virtu）―フォルトゥナ（fortuna）で偽装した世界が人
間に開示する機会を、人間が肯定的に回答するという卓越的力量（excellence）―概念において
説明されている。それは「力量（virtuosity）」すなわち私たちが （創造的な製作芸術と区別す
る）公演芸術の属性に見られるような卓越性であり、この場合の成果は遂行自体の中にとけてそ
の活動によって存在するが、活動が終結した後にも残る。だがその活動と異なる最終産物ではな
い（1968：152～153）。
ここで、アレントは労動（labor）や仕事（work）と違う人間の活動である行為（action）の
本質として自由について議論している（21）。彼女は、ポリスでの政治行為は生活の必要に応じて繰
り返し再生産をする労動や、製作活動のように,作品を生みだす作業の場合と違って、純粋な行
為遂行自体を目的にし、それがいわば自分充足となるような活動であるという。このような行為
の判断基準は、アレントが公演芸術の隠喩で示唆しているように、卓越性、美であろう。これが
ポリスの市民たちが、かれらの最高技量で奮闘する理由となるのである。
しかし幾つかの疑問は残る。すなわちポリスにおける「卓越性」または「美」の行為の基準は
何か、あるいはその基準はどのように用意されているか、という疑問である
（３）相互主觀的判斷の産物としての政治的自由
アレントはポリスを、物理的空間ではあるが、（古代）都市国家ではない、という。それは
人々が言葉と行為を共有することで生じた人間組織体であり、そのリアルな空間に言葉と行為の
共有を目的にして集まってくる空間である（198）と述べている。
ポリスは世界の中で、個人の私的場所と区別された「世界（world）そのもの」を意味する場
であるという。この「世界」は地球や自然のような物理的な生活空間というより、人間が彼らの
「言葉と行為を共有する」ための人工的な空間である。「言葉と行為はいつか、どこでも参加者た
ちの間に一つの空間を創造」（1958：198）している（22）。彼女は人々の間に立ち入る「中間（in-
between）」の空間を「人間関係網ヒューマンリレーションズ・ウエッブ（the web of human
relationships）」と呼ぶ（1958：183）.
行為自体は個別的な人間活動であるが、行為を可能にする前提條件は他の人々の存在であるの
で、行為は決して孤立状況の中に遂行できない。孤立は行為能力の剥奪を意味する。言い換えれ
ば、一人の行為者は「いつも他の行為者との関係の中で」行為を遂行し、彼の行為は当然彼と等
しい行為能力を持っている他人たちの「反射行為（reaction）」を呼びかけている（1958：188,
190）。これは行為が人々を互いに連結し縛っておく「中間の空間」の中で起きている。
このようなアレントの見解は、人間はその中で虜になり行動不自由であるという理解に繋がっ
ていく可能性を持っているが、それは「ポリスは自由な行為の場」というアレントの基本命題と
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矛盾する。これに対して、アレントはラテン語源の「古代俳優たちの仮面」を意味する「ペルソ
ナ（persona）」概念を借用して、公的領域における行為者の立場を説明する。
「仮面は二つの機能を持っていた。一つは俳優自身の顔と顔色を隠すということであり、代替
する機能である。仮面を通じて自分の声が聞こえるという方式であり、そうした…ローマでは一
個人とローマ市民の見分けは、次のようなものである。すなわち、後者の場合ペルソナ
（persona）、すなわち、私たちが法人格だと呼ぶ資格を持つことである。これはまるで法の公的
な場で彼に期待される役目をするように、［公的義務を］負わせることである。しかし［この場
合も］自分の声を出すという条件が付いていた…彼のペルソナがなければ、権利と義務のない一
個人、たぶん一人の「自然人」として存在しているだろう…それは、政治的には確かに不適切な
存在である。（1963：106～7）」
上記の通り、ペルソナは公的な場で二つの機能を要求した。一つは個人の私的姿を隠すことで
あり、もう一つは公的な声を出すということである。ここでペルソナは行為者が公的領域で「政
治的に不向きな存在」にならないために取るべき公的な態度を暗示している。この脈絡の解釈と
して、ヴィラは、公的領域に入って来た人が公的な役目を遂行する過程で公的アイデンティティ
を獲得するような「行為の様式化（stylization）」の機会を提供すると説明している（Villa 1996：
91）。原則上、政治的自由は「実行意志（I-will）」と「実行可能性（I-can）とが一致する時、初め
て生成する。それは決して個人が「したいとおりに全部することを意味しない」（1968：160, 147）。
結局、アレントの立場は、公的領域において遂行される行為は「政治的に相応しい様式」に調
律されなければならず、その調律は、行為の中に内在する自由を死蔵させるわけではない、と整
理されている。彼女がこのような立場を取るには二つ重要な理由がある。
第一は、たとえ公的領域が人々の存在する物理的空間、客観性の領域だとしても、その中の内
容に対する人々の認識は、主観的内容に基づいて判断されるのである、ということである。行為
は、基本的に個別行為者によって遂行される「自分露出」であるが、それは、自分の正体を外化
する媒介に載せられる。その一方で、その空間に参加するすべての人が同じような立場におり、
多様な視覚と観点が共存し、その場は相変らず相互主観的な行為と判断の空間として存在する。
第二は、アレントが提示する認識的空間としての公的領域は、実は人間関係網ヒューマンリレ
ーションズ・ウエッブのことである。行為者の行為は無限的連鎖作用を起こすと仮定している。
したがって、彼の行為は自分が意図した通り、自己意思に適った結果を出すとは誰も断定できな
い。このような状況を念頭に置いた合理的な行為者であるならば、おそらく予測できない未来的
結果というよりは、現在自分が遂行する行為自体にもっと大きいな意味を置くだろう。その場合、
彼は、アレントが語る純粋な行為、すなわち外部の目的のために服務するというのではない行為
を遂行するということによって、真正な自由を経験するだろう。
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V．結論：アレント主義政治原理における自由の多文化共生的意義
上でアレント政治思想の基本命題―「政治の存在理由は自由（freedom）であり、その経験の
場は行為」―について説明した。一言でいえば、筆者がアレント主義と自称したその趣旨は、彼
女の「自由の政治（the politics of freedom）」パラダイムに要約される。この「自由の政治」と
いう用語は、筆者に先立ってほかのアレント理論家たちによってすでに公式化されているが、理
論家ごとに「特殊な」使い方を示している。
一例をあげると、千葉（S.Chiba）は、アレント「行為（action）」概念の二つの語源、すなわ
ち、ギリシャ語「archein」とラテン語「agere」の特性として個別行為の「開始能力」―アレン
トの表現では、「始める（to begin）」、「善導する（to lead）」、「率先する（to take an initiative）」、
「作動させる（to set into motion）」（Arendt 1958：189；2003：126）―に注目して、アレントの
「自由の政治」は「世界構築の政治（politics of world-constructing）」と「抵抗の政治（a politics
of resistance）」という「二つの根本的な政治様式」を含んでいると主張している（2006：15）。
一言でいえば、彼の「自由の政治」は事実上アレントが定義する「自由な行為による政治」を意
味している。
一方で、筆者の「自由の政治」はアレントの「自由」すなわち彼女の命題「政治の存在理由は
自由」の中に現われているように、政治の「目的」は自由概念を直接的に志向するという点に注
目するものであり、千葉の理解とは微妙ながらも重要な差異がある。筆者の最大の関心は、アレ
ント主義の核心概念である「自由」を一つの政治原理と見なしてもいいかどうかという点にある。
今私たちは、アレントが古代ポリスの政治形態、政治と政治行為概念、自由概念などを説明し
つつ、「人々は自由を得るために政治に参加する」という点を力説していたことを理解できるよ
うになった。言い換えれば、私たちの得た結論は、アレント主義の政治原理は「政治の目的とし
ての自由」とその延長線における「それに対する熱望」ということである。
附説すると、アレントはアリストテレスの市民的共和主義の観点から、「良い生」というポリ
スでの政治的存在、すなわち市民として「自由人」として暮す生に着目する。一言でいえば、こ
れは人間が自身の「動物性」を超越できるもっとも現実的な可能性である。一方自由人の基本條
件は「自由な」行為の遂行可能性である。自由な行為とは、生活の必要だけに服務してはならず、
また他人の命令や意志に服従してはならない。古代ポリスの「政治的平等」はまさにこの二つの
自由の先行条件を担保してくれた。したがって、市民たちにとって自由をえるためのポリスの政
治活動は必須であったし、彼らは「政治活動に対する要求権」（23）を持っていた。このような脈
絡において、アレントの「政治の存在理由は自由」すなわち「政治（活動参与）は自由の必要条
件」という立場は正当性がある。
一方、アレントの命題は「政治行為の本質は自由」という主張である。これも古代ポリスの政
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治活動の洞察から得た彼女の独特の政治観から始まっている。彼女は政治を「言葉と行為を共有
する」人間の活動から理解している（アレントの意思疏通的行為論の出発点）。
この「言葉と行為」というのは、筆者が前に指摘したように、アレントにおいては、「言葉と
行為」は、ホメロスの時代以降分離して使われることがなかったし、「言葉」は「行為」の一形
態として認識されていた。そのため、ここでの「言葉と行為」は、事実上一つの等しい活動を指
するものとされ、「政治行為」は言語活動の遂行次元に還元されている（アレント 遂行的 行為
論の出発点）。彼女は「言葉の遂行」を一種の公演芸術であるとみなし、話者を観客との交感を
願う一人の俳優として扱っている。そして話者は立派な「言葉の遂行」のために最善の努力を尽
くし、観客はこの過程で話者の本来の姿（または真正性）を見るようになると仮定している。も
ちろん、話者も観客の反応を通じて自身の存在を確認するようになると仮定されている。
このような見地から、私たちは、アレントの政治行為論を、性格上「意思疎通的―遂行的行為
の現象学（a phenomenology of communicative-performative action）」的な説明を通じて提示さ
れた一種の「承認の政治」パラダイムであるという結論を下すことができる。
この承認の政治パラダイムは、二つの特別な理論的要求を包含しているという点において、既
存の多文化主義の承認の政治パラダイムとは差別化される。それはまず、言語遂行的行為として
の「政治行為の本質は自由」という観点の導入である。テーラーとアレントの承認パラダイムは
共に個人の尊厳という価値を志向する真正性に対する欲求を前提としている。
しかしアレントの場合は「自由に対する熱望」を、テーラーは「同等なもてなしに対する熱望」
を、それぞれその欲求の内容としている。性格上、前者がポリスの同輩たちに保障される「政治
的平等」の構造に土台を置いた「積極的」な欲求であり、後者は現代社会の政治的不平等構造に
立脚した「受動的」な欲求である。したがって、後者は実現可能性を欲求する主体の外部、すな
わち「社会的強者」の寛容水準程度に基づいている。一方で、アレントの自由パラダイムは欲求
する主体の決断によっていくらでも実現可能な政治パラダイムという長所をもっている。
もちろん、私たちはここでテーラーとアレントは、個人主義的立場で承認の政治パラダイムを
樹立しているという点を看過してはならない。これに関連して筆者は、「政治的に行動するため
にどのような集団アイデンティティを持つ必要」があり、「集団アイデンティティは大体『彼ら
（they）』を規定する方式で、『私たち』を作り出す事」（Mouffe 2005：25,15）という主張に異議
がなく、この観点から彼らの承認の政治パラダイムの持つ弱点について指摘することができる。
筆者はIII節で、テーラーの、―個人のアイデンティティ次元を集合的次元と連携させる理論的
装置の不在―というのがテーラーの最大の弱点だと指摘した。しかしアレントの場合は該当の事
項がない。
アレントは、現代代議制民主主義の体制内の自発的な結社体の市民不服従という政治的役割に
注目しながら、「政治的制度の中の市民不服従は、司法的検討が窮極的な失敗にならないように
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するためのもっともいい処方策」（1972：101）であるという意見を提示している。アレントの二
番目のポリス理論によれば、「自由」は人々が共に彼らの間に中間地帯として「ポリス」を「定
礎」するという先決条件を設定している。この時「ポリス」は意思疎通の単位として公的議論の
場を意味するが、彼女はこれを「小共和国（little republics）」と称している（Chiba 2005：25）。
したがって、アレントのパラダイムは、行為者の自由のための決断とその後に従い来る闘技
（agon）が「共同行動（acting in concert）」を担保するという説明を可能にしている。この点で、
アレントの個人的次元と集合的次元は緊密に絡み合って作動していると考えられる。
もう一つは、アレントの承認の政治パラダイムは、相互主観的次元に対する考慮、すなわち倫
理的要求を内包していることである。彼女は、意思疎通的すなわち遂行的行為としての政治行為
は基本的に他人との疎通を志向しているため、「観客に意味がある」という方式で行為を遂行し
相互承認という所期の目的を果たす。これは、最近熟議民主主義の理論が提示する「公的議論の
徳目」（Kymlicka 2002：289）と類似的である。例えば発言することだけでなく傾聴すること、
対話が持続できるように他人の考えを理解しようと努力すること、そして他人の意見に丁寧な態
度で応じることと同じような、相互作用態度の大切さを語っている。この面においてアレントの
倫理的要求は、多文化主義の「権利主張」一辺倒のパラダイムを修正・補完するという意味をも
っている。
最後に、筆者が重ねて説明したように、アレント主義の政治原理の「自由への熱望」は、人間
の尊厳性を認める人類普遍の「原初的感情」であり、その実現は彼我をわけることから始めるの
ではなく、彼我の区分のない「政治的平等」の条件をその上に定礎することから始まっている。
これはアレント主義が一つの「多文化主義の承認の政治パラダイム」として持つ、既存のパラダ
イムと差別化される独特の特性である。ただし、このパラダイムはアレント主義を構成する独特
の政治、政治行為、自由概念を受容するという点において、依然として理論的な限界が残されて
いる。
にもかかわらず、「多文化共生」は相互のアイデンティティの差異と利害関係次元を「超越」
した原理であるという事実を受容するならば、個人または集団ごとに立場と解釈を異にする「社
会的正義」や「国家の理由」のような制度政治的範疇ということより、人間の尊厳の実現という
普遍的範疇としての「自由の追求（the pursuit of freedom）」の含蓄は、決して抽象的次元に止
まらない。特に最近のように超国家的時代における地球市民社会の「下位政治（Sub-politics）」
の環境の中では、さらにそうである。このような見地から、筆者は本論文においてアレント主義
を一つ「代案的」多文化主義化共生の政治原理として提示したのである。
［翻訳：白榮 （青山学院大学講師）・邊英浩（都留文科大学准教授）］
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【注解】
（１）フーコーは「文法（grammar）」と「episte-me-」を互換的に使用している。誰かが筆者に「これとドイツ
語の概念 Zeitgeist’（時代精神）との関係はどうなのか？」と聞いたら、筆者は、私たちがそこからヘーゲ
ル（F.Hegel）のアウラ（aura）を分離させた後の「時代精神」として理解すれば可能であろうと答える。
（２）キムリッカによれば「多文化主義」の概念の意味は国ごとに多少違う。カナダ（Canada）とオーストラリ
ア（Australia）では、この用語は原住民（Aboriginals）を除いた移民者の問題に関連した狭小な意味で使
われているが、アメリカではすべての形態のアイデンティティ政治の主導者、原住民、女性、ゲイ（gays）
とレズビアン（lesbians）、障害者等々の問題に関連した包括的意味として使われている（2002: 373 n8）。
この用語に対する筆者の理解は基本的に後者に近いが、さらに包括的意味をもっている。筆者は多文化主
義の政治論は特定社会内「少数集団（minority groups）」はもちろんのこと、市民社会内の「イシュー集
団（issue groups）」にも確かに適用性を持つとみている。
（３）この主題の代表的議論はヤング（Iris Marion Young）の Justice and the Politics of Differenceをあげるこ
とができるし、女性主義者と少数集団理論家の大多数もこの理論陣営に布陣している。「差異の政治」は基
本的に抑圧されていると思われる人々が一つの政治的集団に組織される様式（a mode of organizing）で
ある（Young 1990）。この本の重要な貢献は、文化的「差異」を持つ非主流集団が「意思決定過程、文化
的表現、労動分業」などに疎外されていることを告発することで、社会正義を経済的分配の係わり合いに
焦点を合わせて説明する既成の哲学的還元主義の伝統に対立して社会内の主流文化の抑圧現象に焦点を合
わせて社会正義論議の「文化的転換（a cultural turn）」を触発させたという点で評価されている。このよ
うな観点はフレーザー（N.Fraser 2003）の最近の研究著書の中でさらに広範囲に議論されている。
（４）ホーネット（A.Honneth 2003）は「アイデンティティ政治」について次のように定義している。「現在ア
イデンティティ政治概念は不利益を受けている多くの集団が（彼らはすでに保障されている）普遍的権利
の行事を通じて差別除去を要請することだけではなく、該当の集団が受ける特殊な形態の［法的］優先権、
［社会的］認定、あるいは［政治的、経済的］への参加を要求する傾向として記述される」（p.161）。
（５）ヘーゲルの Phenomenology of the Spiritに理論的論議の土台を置いている「承認の政治」は、多文化主義
の女性政治、少数集団政治など多様な派が基本的に受容している。本論文はテーラー（Charles Taylor）、
ホーネット（A.Honneth）、フレーザー（N.Fraser）の思考方式を重点的に扱っている。この主題に関する
本格的な議論はホーネットの 1996 著書 The Struggle for Recognition: The Moral Grammar of Social
Conflicts（Translated by Joel Anderson,Cambridge: The MIT Press）があげられる。
（６）確かにこの提案はハバーマス（J. Habermas）の意思疎通理論の解法を取り入れたのである。 ムフはこの
自由主義的「熟議（deliberation）」モデルを利益の極大化を追求する「道具主義（instrumentalist）」とい
う、もう一つ別の自由主義的モデルに対比している。前者は「意思疎通的合理性」に、後者は「道具的合
理性」に土台を置いている。（2005, pp. 12～13）
（７）ドライゼック（J. Dryzek 2000）はこのような議論が出現した 1990年代を「熟議的転換（the deliberative
turn）」が起こった時期と称している（Kymlicka 2002, p. 291で再引用）
（８）筆者は当時「第３のアレント主義（Arendtianism）：後期民主主義の遊牧的倫理学方法序説」という題名
で単行本の著述計画を持っていた。この文は筆者が将来執筆計画中の著書の一部の問題意識を示している。
（９）アレントは 『全体主義の起源（The Origins of Totalitarianism）』（1951）の出刊以後、それの後続書とし
て、「マルクス主義の全体主義的諸要素（Totalitarian Elements of Marxism）」の出刊を計画したが、果た
すことができなかった。そのため、この本のために書かれた内容を他の著述作業に分離編入させてしまっ
た。特に『人間の条件（The Human Condition）』（1958）に出る「行為（action）」「仕事（work）」「労動
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（labor）」の区分は事実上マルクスが「労動を本質的に創造的な活動」で見ることに対するアレントの反駁
に当たる（Young-Bruehl 1982, pp. 276～280）。このアレントの行為-仕事-労動の仕分けに対しては徐裕卿
（2000a）を参照。
（10）同じ部分でアレントは政治領域に対して、人々が概して行動し話す人格体（people appear on the whole
as acting and speaking persons）で登場する場所（Arendt 1968: 72）と規定している。
（11）このようなアレントの市民的共和主義的存在論の立場を筆者は「政治的 実存主義（political existentialism）」
で読解した事がある。徐裕卿（2002）を参照。
（12）この主張は論文のIV節でもっと具体的に提起される。アレントの政治行為理論と判断力理論の内容と相互
連繋性・連繋性に関する詳細な論議は 徐裕卿（2000a）を参照。
（13）テーラーは、カントが人間の尊厳概念の形而上学的背景を提供したとしても、 平等な人間の尊厳概念を政
治的脈絡で提示した人はルソー（Rousseau）であると述べている:「[ルソーの] 一般意志の後見の下、すべ
てのふくよかで気品が高い市民たちが平等なもてなしを受けるようになる。 [いわゆる] 人間の尊厳の時代
が開かれた」（1994: 41, 49）。
（14）引用文の終りの 「現在は文化とジェンダー（gender） 領域で同等な地位の要求形態が再現している」と
の主張はテーラーが 1990年代「多文化主義」論に直接参入したきっかけと見られる。
（15）このような点でテーラーの多文化主義の論議は「政治学的」性格より「哲学的」性格のほうがが強いと判
断する。
（16）この表はフレーザーの二つの政治パラダイムに関してキムリッカが要約整理した内容（2002: 332～333）
を基礎に筆者が必要な内容を一部補って表で構成したのである。
（17）フレーザーは現代社会の社会的条件を五つ列挙している：（1）「大量の移民、集団移住、グローバルになっ
た大衆文化、超国家的である公的領域の存在」などの要因によって文化間接触が頻繁になることによる
「文化混成（cultural hybridization）」現象；（２）一つの包括的な制度や文化的価値様式が文化秩序を厳格
に規定しない「制度的差異化（institutional differentiation）」現象；（３）社会の構成員たちが一つの共有
された倫理的評価基準によって画一的に行動しない「倫理多元主義（ethical pluralism）」的態度；（４）
社会の文化秩序、すなわち制度化された文化的価値様式に対して論争する「文化的闘争（cultural
struggle）」の正当性認定；終りに、（５）市場での「平等な交換」職業世界での「能力主義に定位した競
争」そしてデモクラシーの「平等な市民権と身分の平等性」対する社会的正当性付与などである（2003:
53～56）である。
（18）市民社会を公論領域で説明する見解は 徐裕卿（2005：4章）を参照。
（19）アレント自身は、libertyに対して「消極」である自由，freedomの先決条件だが freedomに直結されない
自由として、liberation（解放）と連結させて理解しているし、libertyとfreedomの混同を警戒している
（1963：29）
（20）アレントによれば「言葉と行為”はホメロス時代以降に分離して使われたことがなかったし、「言葉」は
「行為」の一形態として認識された（2003：125）。
（21）アレントの労動―仕事―行為概念区分に対する詳しい説明は徐裕卿（2000a）を参照。
（22）ここで記述されたポリスは、事実上人々が一緒に集まって個々の言葉と行為を通じてお互いの関心事を理
解する幅を広げる公論の場として理解することができる。私たちが理解しているように、このようなアレ
ントのポリスに対する理解は、ハバーマスを含めた現代デモクラシー理論家たちによって、意思疎通行為
の関連事項に置いて言及されるものとなった。それは、現代参加民主主義や熟議民主主義が要請する「意
思疎通と説得を通じて共同行為を調律するある種の手続き的空間（a procedural space）」として私たちの
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周辺で容易に接することができるものであり、無数の政治フォーラムや公論の場はアレントが性格化した
「ポリスたち」の姿を帯びている（Benhabib 1992：93；Kymlicka 2002：297）。
（23）これはフレーザーが自分の「認定の身分モデル」のため、「参加的同等性」要求をする妥当性の根拠として
理解することができよう。
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